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Ⅰ．全体調査計画書 

 

第 1 章 自動車専用道路アイランドシティ線整備事業について 

1.1 事業者の氏名及び住所 

事業者の名称：国土交通省九州地方整備局 

代表者の氏名：局長 増田 博行 

住    所：福岡市博多区博多駅東 2 丁目 10 番 7 号 

 

事業者の名称：福岡市 

代表者の氏名：福岡市長 髙島 宗一郎 

住    所：福岡市中央区天神 1 丁目 8 番 1 号 

 

事業者の名称：福岡北九州高速道路公社 

代表者の氏名：理事長 山中 義之 

住    所：福岡市東区東浜 2 丁目 7 番 53 号 

 

 

1.2 対象道路事業の目的 

福岡都市圏東部地区は、香椎パークポートやアイランドシティみなとづくりエリアなどの

港湾施設、国営海の中道海浜公園といった広域観光施設、香椎副都心やアイランドシティま

ちづくりエリアなどの住宅開発が進んでいる地域である。 

特に、博多湾東部海域に位置するアイランドシティは、国際的にも競争力のある港湾の整

備を目指す物流拠点、西日本・アジアを視野に入れた新しい産業の集積などを目指す拠点と

して、福岡県の都市計画の基本的な方向性を示す「都市計画区域マスタープラン」（平成 23

年 4 月）の中で位置付けられている。 

また、福岡市の「第９次基本計画」（平成 24 年 12 月）において、アイランドシティは、

活力創造拠点として、環境と共生し、快適な居住環境や新しい産業集積拠点を形成する先進

的モデル都市づくりを進めるとともに、アジア・世界とつながる最先端のコンテナターミナ

ルと一体となった国際物流拠点の形成を図る地区に位置付けられている。 

このため、福岡市東部地区の主な交通を受け持つ一般国道 3 号、一般国道 3 号博多バイパ

ス、都市計画道路海の中道アイランド線での現況における顕著な渋滞を含め、将来の広域交

通の需要に適切に対応していくとともに、アイランドシティ内のコンテナターミナルでの取

扱貨物量の増加や公共施設（こども病院・新青果市場等）、広域集客施設の立地等による交

通量に対応し、みなとからまちへの大型車両の進入抑制に配慮した交通ネットワークの形成

が必要である（図 1-2-1 参照）。 

「自動車専用道路アイランドシティ線」（以下、「アイランドシティ線」という。）は、福

岡都市高速道路１号線とアイランドシティを結ぶ自動車専用道路であり、福岡市東区香椎浜

1 丁目～福岡市東区みなと香椎 1 丁目の延長約 2.5km を新設することにより、臨港道路アイ
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ランドシティ 1 号線等既存の道路の渋滞緩和をはじめとする東部地域全体の広域的な交通

需要への対応を図ることとともに、アイランドシティと既成市街地の円滑な広域交通アクセ

スを確保することを目的としている。 

 

 

 

 

 

図 1-2-1 アイランドシティを含む福岡市東部地区で求められる交通ネットワーク 
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1.3 対象道路事業の内容 

1.3.1 対象道路事業の種類 

指定都市高速道路の新設 

 

1.3.2 対象道路事業実施区域の位置 

対象道路の区間は、表 1-3-1 に示すとおりである。 

 

表 1-3-1 計画対象道路の区間 

対象道路 
起点：福岡市東区香椎浜 1 丁目 

 
終点：福岡市東区みなと香椎 1 丁目  

 

対象道路を含む幅約 500ｍの範囲を対象道路事業実施区域（対象道路と当該道路事業

により土地の形状の変更並びに工作物の新設及び増改築が想定される概ねの範囲で、工

事施工ヤード及び工事用道路等の設置が想定される範囲を含んだ区域）とした。対象道

路事業実施区域の位置は、図 1-3-1 及び図 1-3-2 に示すとおりである。 

 

 

1.3.3 対象道路事業の規模 

延長：約 2.5km 

 

 

1.3.4 対象道路事業に係る道路の車線の数 

車線数：4 車線 

 

 

1.3.5 対象道路事業に係る道路の設計速度 

設計速度：60km/h 

 

 

1.3.6 対象道路事業に係る道路の区分 

第 2 種第 2 級 

      ＊第 2 種：都市部の高速自動車国道及び自動車専用道路、第 2 級：第 2 種道路のうち大都市の都心

部に在する高速自動車国道以外の道路 
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図 1-3-1 対象道路事業実施区域位置図 
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図 1-3-2 対象道路及び同事業実施区域位置図
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1.3.7 対象道路事業のインターチェンジ等区域 

対象道路事業のインターチェンジ等区域として、表 1-3-2 に示すランプ及びジャンク

ションを設置する。ランプ及びジャンクションの位置は、前掲図 1-3-2 に示すとおりで

ある。 

 

表 1-3-2 インターチェンジ等区域（ランプ及びジャンクション）の名称及び位置 

名称（仮称） 位置 接続道路 

アイランドシティランプ 福岡市東区みなと香椎 1 丁目 
臨港道路アイランド 

シティ 1 号線 

香椎浜ジャンクション 福岡市東区香椎浜 1 丁目 福岡都市高速道路 1 号線 

 
 

 

1.3.8 対象道路事業に係る計画交通量 

計画交通量は、「平成 17 年度 全国道路交通情勢調査（道路交通センサス）」（国土交

通省）を基本として作成された将来 OD 表注）を用いて、幹線道路ネットワークの整備が

概ね完了する時期として、平成 42 年の道路ネットワークにより推計した。 

推計した対象道路の計画交通量は、表 1-3-3 に示すとおりである。 

なお、計画交通量の推計の手順は、図 1-3-3 に示すとおりである。 

 

表 1-3-3 計画交通量 

区    間 計画交通量（台/日）

香椎浜ジャンクション（仮称）～アイランドシティランプ（仮称） 20,000 
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【計画交通量の推計手順の概要】 

① 全国の将来人口、GDP 等の社会経済状況より、全国の将来交通需要である走行台キ

ロを推計した。 

② 全国の将来交通需要に基づいて、地域ブロック別の将来交通需要（走行台キロ）が

推計され、地域ブロック別の総生成交通量の推計、ゾーン別発生集中交通量の推計

を経て、ゾーン間の自動車の流れ（将来 OD 表）を推計した。 

注） 以上の作業を踏まえて作成された将来 OD 表を国土交通省から貸与されている。 

 

③ このゾーン間の自動車の流れ（将来 OD 表）と将来道路ネットワークより各路線別

の交通量を推計した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   資料：「道路の将来交通需要推計に関する検討会資料」より作成 

 

図 1-3-3 計画交通量の推計手順 

 

 

1.3.9 道路構造の概要 

対象道路の道路構造は、本線については嵩上式（橋梁構造、高架構造）、ランプについ

全国将来台トリップ 

ブロック別将来台トリップ 

将来の総生成交通量 

ゾーン別将来発生集中交通量 

将来 OD 表 

現在の OD 表 

発生集中 
交通量モデル 

分布交通量モデル 

将来ネットワーク 配分交通量モデル 

路線別配分交通量 

※国土交通省作成の将来 OD 表

を貸与 
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ては嵩上式（高架構造）、地表式（擁壁による盛土構造）を予定している。 

本線及びランプの標準的な横断構成は、図 1-3-4 に示すとおりである。 

 

 

【橋梁・高架構造】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ランプ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-3-4 標準断面図 

 

1.3.10 対象道路事業の工事計画の概要 

本対象道路事業の工事計画の策定に際しては、概ねの工事期間を想定した上で、道路

構造及びその延長等から想定される工事区分ごとに工種を設定した。また、工事用車両

については、実施される工事区分の期間と工事用車両が運行可能な既存道路の関係から

必要な車両台数を推計した。 

なお、今後、工事の実施にあたっては、設計、施工を進める過程において環境配慮を

十分に行っていくこととする。 

（本線一体断面部） 

第 2 種第 2 級 

設計速度 V=60km/h 

（アイランドシティランプ(仮称)部)

C 規格ランプ 

設計速度 V=40km/h 

アイランドシティ方向 天神方向 

アイランドシティ方向 天神方向 
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（1）工事計画の概要 

本対象道路事業に係る工事は、橋梁工（渡海部：橋梁構造）、橋梁工（陸上部：高架構

造）とした。 

主要な工事区分の概要は、表 1-3-4 に示すとおりである。 

 

表 1-3-4 主要な工事区分の概要 

工事区分 道路構造の種類 主な工種 
橋梁工 橋梁構造（渡海部） 下部工（仮桟橋工、仮設工、作業土工、基礎工、鉄

筋コンクリート躯体工）、 
上部工（仮桟橋工、架設工、橋面工、舗装工） 

高架構造（陸上部） 下部工（仮設工、作業土工、基礎工、鉄筋コンクリ

ート躯体工、鋼製橋脚工） 
上部工（架設工、橋面工、舗装工） 

 

（2）工種及び主な建設機械 

工種ごとに用いる主な建設機械は、表 1-3-5 に示すとおりである。 

なお、中高層住居近傍での仮設工（山留め）にあっては、矢板打ち込みのためにバイ

ブロハンマは使用せず、アースオーガ等のより騒音の低い建設機械を使用すること、架

設工（鋼橋架設）にあっては、部材接合の際、衝撃音を発生するインパクトレンチは使

用せず、電動レンチまたは油圧レンチによるものとすることを前提とした。 

 

表 1-3-5 使用する主な建設機械 

主な工種 使用する主な建設機械 
下部工 仮桟橋工 バイブロハンマ、クローラクレーン、ラフテレーン

クレーン等 
作業土工 バックホウ、振動ローラ等 
基礎工 オールケーシング掘削機、小型バックホウ、クロー

ラ式杭打機、クラムシェル、ラフテレーンクレーン、

クローラクレーン、バイブロハンマ等 
仮設工 ラフテレーンクレーン、クローラクレーン、バイブ

ロハンマ、アースオーガ等 
鉄筋コンクリート躯体工 コンクリートポンプ車、ラフテレーンクレーン等 
鋼製橋脚工 ラフテレーンクレーン等 

上部工 支承工 ラフテレーンクレーン等 
ベント設備工 ラフテレーンクレーン等 
架設工 ラフテレーンクレーン、クローラクレーン、トラッ

ククレーン、大型自走台車等 
橋面工 コンクリートポンプ車等 
舗装工 アスファルトフィニッシャ、ロードローラ、タイヤ

ローラ等 
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（3）想定工程 

現時点で想定している工程は、表 1-3-6 に示すとおりである。 

表 1-3-6 想定している工程 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（4）工事施工ヤード、工事用道路等の設置 

工事施工ヤードは、対象道路事業実施区域内に設置することとする。また、資材及び

機材等を搬出入する工事用車両は既存道路を走行するものとし、既存道路と工事施工ヤ

ード間に工事用道路を設置する計画とする。 

 

（5）資材及び機械の運搬に用いる車両 

工事の施工にあたっては、工事用車両として掘削土砂運搬用のダンプトラック、コン

クリート搬入用のコンクリートミキサー車等を使用する。工事用車両の１日最大延べ台

数は、表 1-3-7 に示すとおりである。 

 
表 1-3-7 工事用車両の台数 

工事用車両が走行する主な既存道路 工事用車両の１日最大延べ台数 

臨港道路アイランドシティ1号線 約450台 

市道奈多香椎浜線 約460台 

市道香椎箱崎浜線 約460台 

 

（6）その他 

事業実施段階において、温室効果ガス排出量を削減するために、市場性、安定供給、

性能、品質の確保にも留意しつつ、「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律」

（グリーン購入法）に基づく特定調達品目等の使用に努めることとする。 

効率的な施工の実施が建設機械等から排出される温室効果ガスの排出量削減に資する

ことから、地域特性等を踏まえ、温室効果ガスの排出量削減に留意しつつ、効率的な施

工計画を策定するよう努めることとする。 

1年目 2年目 3年目 4年目 5年目

仮桟橋工

作業土工

基礎工

仮設工

鉄筋コンクリート躯体工

鋼製橋脚工

仮桟橋工

支承工

ベント設備工

架設工

橋面工

舗装工

主な工種

下部工

上部工
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照明等の施設の省エネ化等を進め、供用時においてもできる限りの温室効果ガスの排

出量削減に努めることとする。 

1.3.11 対象道路事業の経緯 

（1）環境影響評価の経緯 

対象道路事業は指定都市高速道路の新設であることから、環境影響評価法（平成 9 年

6 月 13 日法律第 81 号）に基づいて環境影響評価を実施した。環境影響評価の経緯は表

1-3-8 に示すとおりである。 

 

表 1-3-8 対象道路事業に係る環境影響評価の経緯 

手続の内容 期間等 

環境影響評価 
方法書 

縦覧 

意見書の提出 

市長意見 

知事意見 

平成22年3月26日～平成22年4月26日 

平成22年3月26日～平成22年5月10日 

平成22年7月1日付、福岡県知事へ回答 

平成22年8月6日付、福岡県知事（都市計画決定権者）へ通知

環境影響評価 
準備書 

縦覧 

意見書の提出 

住民説明会 

市長意見 

知事意見 

平成24年3月30日～平成24年5月1日 

平成24年3月30日～平成24年5月15日 

平成24年4月14日（於：東市民センター2階視聴覚室） 

平成24年7月25日付、福岡県知事へ回答 

平成24年9月14日付、福岡県知事（都市計画決定権者）へ通知

環境影響評価書 
国土交通大臣意見 

縦覧 

平成25年2月1日付、福岡県知事（都市計画決定権者）へ通知

平成25年7月9日～平成25年8月8日 

 

 

（2）対象道路事業の経緯 

対象道路事業については、環境影響評価の実施後、詳細設計や事業認可等の手続きを

進めた。 
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第 2 章 環境影響評価に係る環境モニタリング調査について 

2.1 目的 

アイランドシティ線については、環境影響評価手続きにおいて当該事業が周辺環境に及

ぼす影響を調査、予測評価し、必要な環境保全措置を実施することで環境に配慮した事業

の実施に努める計画としている。 

本環境モニタリング調査は、環境影響評価における環境保全の措置、その他の環境配慮

事項の実施状況を調査、検証することにより、環境配慮を確実に実施することを目的とし

ている。 

 

2.2 体制 

本環境モニタリング調査の実施、検証、報告にあたっては、国土交通省九州地方整備局、

福岡市、福岡北九州高速道路公社の各関係部署、施工業者、コンサルタント業者及び環境

モニタリング有識者委員会の関係機関が連携して行うものとする。 

各関係機関の役割及び関連性は、以下の事業推進体制図に示すとおりである。 

 

福岡市
道路部局

福岡北九州
高速道路公社

事業者

コンサル 施工業者

指示 報告

IC線環境
モニタリング

有識者委員会

事業主体

意 見

報 告

アイランドシティ線環境影響評価に係る
環境モニタリング有識者委員会 庶務体制図

有識者

アイランドシティ線事業推進体制図

情報共有

＝

情報共有

国土交通省
九州地方
整備局

三者が
事務局

設計・施工等環境モニタリング

指示 報告
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2.3 基本方針の設定 

環境モニタリング調査の背景・目的、地域との関わり等の観点から、調査の基本方針を

設定した。 

これまでの環境影響評価手続きを踏まえ、以下の基本方針のもと環境モニタリング調査

を実施する。 

（1）関係法令・環境影響評価書の遵守 

環境影響評価における予測評価結果を検証するために講じることとした環境保全措置

の実施状況（事後調査を含む）、環境保全の見地からの意見に対する都市計画決定権者の

見解に基づく環境モニタリング調査を実施し、環境保全に係る関係法令、環境影響評価

書を遵守する。 

（2）環境基準・規制基準等との整合 

環境モニタリング調査結果については、環境影響評価における予測結果と比較検証し

て再評価を行い、環境基準、規制基準等との整合を確認し、確実な環境保全を図る。 

（3）周辺住民等への配慮 

対象道路事業の実施に伴い、環境影響評価では予測し得なかった著しい生活環境への

影響が生じた場合には、直ちに当該影響に係る調査を行い、対象道路事業との因果関係

を確認し、必要に応じて環境保全措置を講じ、周辺住民等に十分配慮する。 

（4）周辺の自然環境（重要な種や生態系等）への配慮 

対象道路事業の実施に伴い、環境影響評価では予測し得なかった著しい自然環境への

影響が生じた場合には、直ちに当該影響に係る調査を行い、対象道路事業との因果関係

を確認し、必要に応じて環境保全措置を講じ、周辺の自然環境に十分配慮する。 

（5）環境配慮における透明性の向上 

事業者は、環境影響評価法に基づき実施する事後調査に関して、調査終了後、環境影

響評価法第 38 条の 2 に基づき作成した報告書を、同法第 38 条の 3 に基づき主務大臣や

環境部局に送付し、公表する義務がある。 

また、環境影響評価書において調査、検討等を記載した事項についても、同図書を審

査した環境部局に報告を行なうとともに公表するものとし、本事業に係る環境配慮の透

明性を高めることとする。 

【環境モニタリング調査とは】 

以下の 2 点をあわせたものとする。 
 

① 環境影響評価法に基づく事後調査（『植物』を対象） 
※工事前の平成 26 年度に事後調査対象のマツバランが枯死し

たことにより、以降、移植及び調査は実施しないこととした。 
 

② 環境影響評価書に記載した事項に係る環境調査 

 

②環境影響評価書に記載 
した事項に係る環境調査 

環境モニタリング調査

①法に基づく事後調査
『 植物 』 
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2.4 全体計画の検討 

環境モニタリング調査は、対象道路事業の事業計画及び工事計画に応じて工事前、工事

中、供用時の各段階において実施する。環境モニタリング調査の全体工程表は表 2-4-1 に示

すとおりである。 

環境影響評価法に基づく事後調査項目の「植物」については、平成 25 年度に引き続き現

地調査及び移植検討を進めてきたが、平成 26 年 9 月 3 日（事業主体による最終確認は 8 月

11 日）に保全対象種であるマツバラン（1 株）の消失を確認した。その後、マツバランの

生育箇所において再発芽及び残存する地下茎に関する調査を継続実施したが、確認には至

らなかった。また併せて、有識者・園芸業者へのヒアリングを実施し、消失後の対応につ

いて報告・相談を行った。これらマツバラン消失後の調査結果及び有識者・園芸業者への

ヒアリングの結果を鑑み、マツバランは枯死しており、再び自生する可能性は無いと判断

した。 

マツバランの枯死により、移植・モニタリング実施が不可能となったことから、「植物」

は今後の環境モニタリング調査対象から削除した（平成 26 年度）。 

マツバランの枯死及びその後の対応については図 2-4-1、マツバランの生育状況について

は写真 2-4-1 に示すとおりである。 
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平成 26 年 9 月 3 日 平成 26 年 11 月 15 日

平成 26 年 8 月 8 日

写真 2-4-1 マツバランの状況 

図 2-4-1 マツバラン消失及びその後の対応について 

（1）移植候補地の選定

①検討時期
平成26年7月（現地調査時に同時検討）

②検討範囲・地点

・香椎浜東公園 ・香椎浜中央公園 ・香椎浜西公園
・香椎浜南公園 ・アイランドシティ中央公園

③検討方法

以下の2点を考慮して、移植候補地の具体的な絞込みを行った。
・周辺環境の状況確認（光合成有効光量子束密度､周辺植生等）結果

・移植候補地の条件との照査

平成２6年度

当初の実施方針

現地調査

（1）生育環境調査

①調査時期
平成26年7月

②調査範囲・地点
・マツバラン生育地（九州大学宿舎の植栽地）

・生育地近傍の公有地：香椎浜周辺の公園

現生育地の近傍において「将来的に土地が担保されている箇所」は、

福岡市の公有地である以下の公園が該当する。
・香椎浜東公園 ・香椎浜中央公園 ・香椎浜西公園

・香椎浜南公園 ・アイランドシティ中央公園
③調査方法

・周辺環境の状況確認（光合成有効光量子束密度､周辺植生等）

・公園内における移植候補地（候補地が無い公園は対照地）

【移植候補地の条件】
① 人目につかないこと ⇒ 盗掘のリスク回避

② 踏み荒らされないこと（人、犬など）⇒ 枯損のリスク回避

③ 伐採・除草されないこと（植栽管理）⇒ 消失のリスク回避

④ 生育環境がマツバラン生育地と乖離していないこと
（光合成有効光量子束密度、土壌、周辺植生との競合状況）

【移植候補地に関する委員意見】

・移植対象個体の生育環境から、自生ではなく逸出の可能性もある。

・遺伝子撹乱の恐れもあることから、移植地は現生育地の近傍とすること。

移植検討

【平成26年9月3日】 マツバランの消失を確認 （最終の個体確認は8月11日）

・香椎浜東公園：候補地 1地点選定

・香椎浜中央公園：候補地なし

・香椎浜西公園：候補地 2地点選定

・香椎浜南公園：候補地 2地点選定

・アイランドシティ中央公園：候補地 なし

・香椎浜東公園：生育地とほぼ同程度

・香椎浜中央公園（対象地）：生育地より高照度

・香椎浜西公園：生育地とほぼ同程度
・香椎浜南公園：生育地とほぼ同程度

・アイランドシティ中央公園（対象地）：生育地とほぼ同程度

【非選定の理由】

香椎浜中央公園、アイランドシティ中央公園
・条件の①④を満たしていないため
・利用者目線の公園管理（手が入り過ぎ）となっているため

【高照度の理由】

香椎浜中央公園
・樹木・低潅木ともにデザイン重視の配置となっており、日照を

遮る箇所がほとんど無いため

【9月5日】 マツバラン生育地の確認・対応 （その1）

【マツバランの確認状況】
・生育箇所の掘り返し無し

⇒ 盗掘の可能性低い
・地下茎は確認できず

⇒ 表土付近の確認のみ
・地上部の枯損部位無し

【生育地の確認状況】
・表層部にリター（枯葉）が厚く堆積

⇒ 特に変化なし

・8月の多雨により生育地の土壌が湿潤

⇒ 通常は乾燥気味

【対応】
・リターを剥離し、生育箇所の土壌を表出させた

⇒ 適正な土湿に戻し、残存する地下茎からの発芽を促すため

【10月4日】 マツバラン生育地の確認・対応 （その2）

【マツバランの確認状況】
マツバランの発芽、生育株の確認なし

【推察】
『マツバランは枯死した可能性高い』

【11月15日】 マツバラン生育地の確認・対応 （その3）

【マツバランの確認状況】
・マツバランの発芽、生育株の確認なし
・マツバランの地下茎も確認できず

⇒表土から7～8cm以内の土中を掘削により確認

【推察】
マツバランは枯死しており、『生育土壌から再発芽する可能性は無い』

※定期的に確認するが再発芽なし

【ヒアリング結果概要】
・マツバランの生長は遅く、2ヶ月で発芽するかは不明。
・生育個体は胞子嚢をつける大きさまで生長していない。
・地下茎が枯損せずに残っていれば再発芽の可能性あ

り。地表から7～8cm以内の土中にあるはずである。
・地下茎を確認できなければ、枯死と判断してよい。

【推察】

・過去に混入胞子による新株の確認が無く、生育個体からの胞子の供給も無い
ことから、生育地点の土中に胞子は無い可能性高い
・地下茎は土中に残存している可能性はある

【対応策】
・生育地点の土壌掘削による再調査を実施し、地下茎の確認に努める

【マツバラン消失】 移植、モニタリングの実施は不可能 ⇒ 環境モニタリング調査の対象外とする

【11月14日】 園芸業者へのヒアリング結果・対応

対照地 

対照地 



 

Ⅰ-16 

 

 

 

 

 

事業実施段階 工事前 工事着手 工事終了 供用開始

　項目 １年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目

　予備設計・詳細設計

　景観検討

　環境モニタリング調査（計画策定・事前検討）

環境モニタリング調査計画策定

大気質・騒音・振動・水質

動物

　環境モニタリング調査（着工前）

移植後1年目：４回/年

　環境モニタリング調査（工事中）

大気質・騒音・振動 年4回実施

水質 4季節

【アセス法に基づく事後調査】　植物 移植2年目以降：１回/年

廃棄物等 年4回実施

JCT区間

公園区間

臨海区間

IC区間

【海域】 渡海区間

　環境モニタリング調査（供用後）

大気質 4季節

騒音・交通量 1回/年

水質・底質 4季節

動物・生態系
4季節
渡り時期も要考慮

人と自然との触れ合い活動の場 公園整備後に4季節

全体調査計画の策定

詳細設計数量とアセス予測条件の整合性チェック

鳥類の衝突対策事前検討

【アセス法に基づく事後調査】
植物

マツバラン移植計画（基本方針・移植候補地抽出・選定，移植方法検討）策定

マツバラン移植、活着状況調査

環境保全措置の実施状況の確認・記録

【環境保全措置の内容】（大気質）工事施工ヤードへの散水、作業者に対する建設機械の取り扱いの指導、工事用車両のタイヤ洗浄、工事用車両の集中を避ける運行計画、工事用車両の運行方法に
対する指導、（騒音）防音パネル等の遮音対策、低騒音型建設機械の採用、作業者に対する建設機械の取り扱いの指導、建設機械の集中稼働を避けた効率的稼働、工事用車両の集中を避ける運行計
画、工事用車両の運行方法に対する指導、（振動）低振動型建設機械の採用、作業者に対する建設機械の取り扱いの指導、工事用車両の集中を避ける運行計画、工事用車両の運行方法に対する指導

水質調査、環境保全措置の実施状況の確認・記録

【環境保全措置の内容】
　鋼管矢板による橋脚下部の囲い込み、汚濁防止膜の展張

活着状況調査

環境保全措置の実施状況、マニフェスト伝票、温室効果ガスの排出状況の確認・記録

道路交通騒音調査，交通量測定

水質調査
環境保全措置の実施状況の確認・記録

鳥類の飛翔状況調査

香椎浜北公園の利用状況調査

【環境保全措置の内容】（建設副産物）建設発生土：事業の実施に伴って発生する建設副産物の処理状況、アスファルト･コンクリート塊及び建設汚泥：再資源化施設及び中間処理施設への搬出、
再資源化の状況、（温室効果ガス）グリーン購入法に基づく特定調達品等の使用、建設機械等の燃料使用量の削減のための取り組みの実施状況

施工計画(案)

【陸域】
〔準備工〕 地表構造物の撤去等
〔施工〕 下部工（基礎工、矢板設置、掘削、橋脚工、矢板撤去）､上部工（架設）

〔準備工〕 桟橋設置
〔施工〕 下部工（締切設置､基礎工､掘削､橋脚工､締切撤去､桟橋撤去）､上部工（架設）

二酸化窒素，浮遊粒子状物質濃度（BG濃度）測定

設計段階 施工段階 供用後事業工程を反映した環境モニタリング調査計画に随時修正

個体枯死のため未実施

個体枯死のため項目削除

上部工完成後から開始

橋面舗装工

準備工

下部工

下部工 橋面舗装工

下部工 橋面舗装工

下部工 橋面舗装工

準備工 橋面舗装工下部工 上部工

各施工段階の開始時期
や期間の重なり等につい
ては，施工業者決定後に
施工工程を確認したうえ
で確定。

IC区間

渡海区間

臨海区間

公園区間

JCT区間

(仮称）アイランド

シティランプ

(仮称）香椎浜
ジャンクション

上部工

上部工

上部工

上部工

表 2-4-1 環境モニタリング調査全体工程
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2.5 実施項目 

環境モニタリング調査を行う項目は、基本方針に従って環境影響評価により講じること

とした環境保全措置および環境影響評価の手続きの中で頂いた意見と都市計画決定権者の

見解等（「準備書について意見を有する者の意見の概要とそれに対する見解」、「福岡県知事

意見とそれに対する見解」、「国土交通大臣意見とそれに対する見解」、「環境省協議」）に基

づいて設定した。 

実施することとした環境モニタリング調査項目とその選定理由は表 2-5-1 に示したとお

りである。環境モニタリング調査を行う環境要素は大気質、騒音、振動、水質、底質、動

物、人と自然との触れ合いの活動の場、廃棄物等であり、環境保全措置の実施状況を把握

するための調査の他、当該地域特性より生活環境への影響を考慮して大気質、騒音・交通

量、水質の予測評価結果を検証するための調査、また、福岡県知事意見に対する見解とし

て示した道路の存在・自動車の走行に係る鳥類影響調査、工事中の燃料使用量の削減のた

めの取り組みの実施状況の確認等を行う。 

なお、「植物」については、マツバランの枯死により移植・モニタリング実施が不可能と

なったことから、今後の環境モニタリング調査対象から削除した（平成 26 年度）。 
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大気質

大気環境

二酸化窒素

国土交通大臣意見とそ

れに対する都市計画決

定権者の見解に関連す

る項目

（詳細は表2-5-4）

●

道路の
存在

道路存在又は
自動車の走行

準備書について意見を

有する者の意見の概要

と都市計画決定権者の

見解に関連する項目

（詳細は表2-5-2）

福岡県知事意見とそれ

に対する都市計画決定

権者の見解に関連する

事項

（詳細は表2-5-3）

事業計画
上の配慮

工事の
実施

環境モニタリング調査実施項目

　　　　　　　　　　　　　　要因の区分

環境要素の区分
自動車
の走行

○

選定理由・非選定理由

-

【工事の実施】
環境保全措置は工事の実施に伴う影響を回避・低減するための措置であるため、実施状況を確認、
記録する。
【自動車の走行】
供用後の自動車の走行による影響の予測評価結果を検証するため、供用開始前に大気質のバックグ
ラウンド濃度を調査する。
供用後の自動車の走行による影響の予測評価結果を検証するため、供用時に交通量、大気質の二酸
化窒素濃度及び浮遊粒子状物質濃度並びにバックグラウンド濃度、自動車交通騒音を調査する。

- ●

環境保全措置の内容

【工事の実施】
工事施工ヤードへの散水、工事用車両のタイヤ洗浄、
作業者に対する建設機械の取り扱いの指導、工事用車
両の集中を避ける運行計画、工事用車両の運行方法に
対する指導

● ● -

騒音

【工事の実施】
防音パネル等の遮音対策、低騒音型建設機械の採用、
建設機械の集中稼働を避けた効率的稼働、作業者に対
する建設機械の取り扱いの指導、工事用車両の集中を
避ける運行計画、工事用車両の運行方法に対する指導
【自動車の走行】
遮音壁の設置

- ● -

振動

【工事の実施】
低振動型建設機械の採用、作業者に対する建設機械の
取り扱いの指導、工事用車両の集中を避ける運行計
画、工事用車両の運行方法に対する指導

- - -

○

【工事の実施】
鋼管矢板による橋脚下部の囲い込み、汚濁防止膜の展
張
【道路の存在】
既設橋脚に沿った橋脚の配置

● ● -

○
【道路の存在】
既設橋脚に沿った橋脚の配置 ● ● -

底質 ○
【道路の存在】
既設橋脚に沿った橋脚の配置 - - -

○ - - ● ●

【道路の存在】【自動車の走行】
福岡県知事意見及び大臣意見に対する見解に対応するため、対象道路の渡海部を移動経路として利
用する鳥類の環境モニタリング調査を実施する。
【工事の実施、道路の存在又は自動車の走行】
環境モニタリング調査の基本方針に従い、事業の実施中に重要な種が確認された場合には、専門家
の意見を聴き、関係機関と協議して適切な環境保全措置を講じる。

【工事の実施】
マツバランの移植

- ● -

【工事前】
環境保全措置のマツバランの移植を実施するため、移植地の選定、移植方法の検討等の移植計画を
策定する。
【工事の実施】
マツバランの移植後の活着状況を確認し、必要に応じて適切な環境保全措置を講じる。
【工事の実施、道路の存在又は自動車の走行】
環境モニタリング調査の基本方針に従い、事業の実施中に重要な種が確認された場合には、専門家
の意見を聴き、関係機関と協議して適切な環境保全措置を講じる。

○

【道路の存在】
構造物（橋梁等）の形式、色彩の検討 ● ● -

　環境保全措置として掲げられている「構造物（橋梁等）の形式、色彩の検討」については、都市
景観アドバイザー制度を活用するとともに、地域住民等の意向を取り入れながら検討を進めことと
しており、環境モニタリング調査は行わないこととした。

○

【道路の存在】
香椎浜北公園の再整備内容の検討

● ● ●

【道路の存在】
環境保全措置は道路の存在に伴う影響を回避・低減するための措置であるため、「香椎浜北公園の
再整備内容の検討」の結果を確認する環境モニタリング調査を実施する。

【工事の実施】
アスファルト・コンクリート塊の再資源化施設への搬
出、工事間利用の促進、建設汚泥の再資源化施設への
搬出

- - -

【工事の実施】
環境保全措置は工事の実施に伴う影響を回避・低減するための措置であるため、実施状況を確認、
記録する。

○ - - ● ●

【工事の実施】
福岡県知事意見に対する見解に対応するため、「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法
律」（グリーン購入法）に基づく特定調達品目等の使用状況、建設機械等の燃料使用量の削減のた
めの取り組みの実施状況について確認、記録する。

○

○

○

景観

廃棄物等

人と自然との触れ合いの活
動の場

植物

水環境

重要な種及び群落（陸
域、海域）

水の濁り

建設工事に伴う副産物

温室効果ガス等（二酸
化炭素）

○
主要な人と自然との触
れ合いの活動の場

主要な眺望点及び景観
資源並びに主要な眺望
景観

底質

重要な種及び注目すべ
き生息地（陸域、海
域）

○

○

大気質

大気環境

二酸化窒素

浮遊粒子状物質

動物

水質

水の汚れ

○

○

●

○

○

○

騒　音

振　動

○

粉じん等

○
-

【工事の実施】
環境保全措置は工事の実施に伴う影響を回避・低減するための措置であるため、実施状況を確認、
記録する。
【道路の存在】
供用後の道路の存在による影響の予測評価結果を検証するため、水質について調査するとともに、
環境保全措置の実施状況を確認、記録する。

○

【工事の実施】
環境保全措置は工事の実施に伴う影響を回避・低減するための措置であるため、実施状況を確認、
記録する。
【自動車の走行】
供用後の自動車の走行による影響の予測評価結果を検証するため、供用開始前に大気質のバックグ
ラウンド濃度を調査する。
供用後の自動車の走行による影響の予測評価結果を検証するため、供用時に交通量、大気質の二酸
化窒素濃度及び浮遊粒子状物質濃度並びにバックグラウンド濃度、自動車交通騒音を調査する。

- ●

個体枯死のため項目削除

 

表 2-5-1 環境モニタリング調査項目
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表 2-5-2(1)  準備書について意見を有する者の意見の概要と都市計画決定権者の見解における 

環境モニタリング調査項目に関連する事項（評価書 P.10-1、P.10-2、P.10-4） 

項目 意見の概要 都市計画決定権者の見解 

大気質 排ガス、粉じんが広範囲に飛散すると

予想されるため、大気汚染調査を継続的

に実施してほしい。 

大気質において、工事中及び供用時に排出され

る粉じん、二酸化窒素、浮遊粒子状物質の影響は

少ないと予測しておりますが、適宜、調査を実施

し、現段階で予測し得なかった著しい環境への影

響が生じるおそれがある場合には、必要に応じ専

門家の指導・助言を得ながら、関係機関と協議し、

適切な措置を講じてまいります。 

 

大気質、

水質 

大気汚染、水質等についても事後調査

を実施してほしい。また、その結果をど

のように活用するのか、示してほしい。

大気質において、工事中及び供用時に排出さ

れる粉じん、二酸化窒素、浮遊粒子状物質の影響

は少ないと予測しており、水質においても周辺海

域等に影響が及ぶおそれはないと予測しており

ますが、適宜、調査を実施し、現段階で予測し得

なかった著しい環境への影響が生じるおそれが

ある場合には調査結果を活用し、必要に応じ専門

家の指導・助言を得ながら、関係機関と協議し、

適切な措置を講じてまいります。 

景観 道路によって、マンションからの眺望

が妨げられることや景観が損なわれる

ことについて、どのように考えているの

か。デザイン等に配慮してほしい。 

都市計画対象道路は、既存の福岡都市高速道

路 1 号線及び近傍の大型ショッピングセンター

等の建物の高さと同程度とするよう計画し、付近

のマンションからの眺望をできる限り損ねるこ

とがないように配慮しております。 

 また、眺望景観の環境保全措置として掲げられ

ている「構造物（橋梁等）の形式、色彩の検討」

については、デザイン等にも配慮できるように都

市景観アドバイザー制度を活用するとともに､関

係機関と協議しながら､検討を進めてまいりま

す。 
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表 2-5-2(2)  準備書について意見を有する者の意見の概要と都市計画決定権者の見解における 

環境モニタリング調査項目に関連する事項（評価書 P.10-5） 

項目 意見の概要 都市計画決定権者の見解 

人と自然

との触れ

合い活動

の場 

香椎浜北公園では橋脚等の存在によ

り死角が生じ、治安が悪化することが懸

念される。公園内を夜間も明るく照ら

し、良く見えるようにして、橋脚表面の

素材は、落書きを簡単に消せるものとし

てほしい。また、ホームレスが不法占拠

する例も見受けられるので対策が必要

ではないか。 

人と自然との触れ合い活動の場である香椎浜

北公園では、公園における橋脚の存在と快適な利

用が両立できるよう､構造物（橋梁等）の形式に

ついて検討を進めるとともに、本事業実施に伴い

実施される公園の再整備において､より快適な利

用が促進されるよう､地域住民の意向を踏まえ、

関係機関と協議､検討してまいります。 

 道路を香椎浜北公園内に設置するこ

とは、香椎浜北公園の設置目的に整合し

ないのではないか。 

香椎浜北公園では、御島海域側に人通

りが多いとしているが、公園として活用

されているのは、道路が設置される芝生

広場の辺りである。遊歩道の利用者への

利便を配慮するのであれば、芝生やその

他の施設を利用する人たちへの利便に

も考慮するべき。空の見えない公園は

「公園」ではなく「空き地」に過ぎない。

 市はエコパークゾーンを指定し、海

上遊歩道を設置して周遊路とした。香椎

浜北公園は重要なポイントであり、エコ

パークゾーンの指定と整合しないので

はないか。 

 

都市計画対象道路の平面線形の設定に当たっ

ては、沿道土地利用状況、周辺環境への影響、走

行安全性、施工性、経済性等について様々な観点

から検討を重ね、香椎浜北公園内を通過する現行

の線形が最適案であると判断したものです。 

また、香椎浜北公園にあっては、海に開かれた

エコパークゾーンとしての位置づけを保ちつつ、

構造物（橋梁等）の形式、色彩の検討を進めるこ

とで、公園との調和を図る一方、アイランドシテ

ィに先進的な環境共生都市を実現する上でも、都

市計画対象道路の整備は必要な社会基盤である

と考えております。 

なお、本事業実施に伴い実施される当該公園の

再整備に当たっては､高架構造物の存在がエコパ

ークゾーンの回遊性を損ねることなく、より快適

な利用が促進されるよう､関係機関と協議､検討

してまいります。 
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表 2-5-3(1) 福岡県知事意見と都市計画決定権者の見解における 

環境モニタリング調査項目に関連する事項（評価書 P.11-1、P.11-2、P.11-3） 

項 目 福岡県知事意見 都市計画決定権者の見解 

全

般

的

事

項 

（1） 本事業の予定地周辺において、アイランドシ

ティ整備事業が行われており、今後も開発が進

むと見込まれるため、予測の不確実性が大きい

ことを考慮した上で、できる限り本事業の実施

に伴う自然環境及び生活環境への影響が回避・

低減されるよう配慮すること。 

また、本事業の実施段階において、具体化し

た施工計画の内容が予測時の条件と異なり環境

が著しく悪化するおそれがある場合には、再予

測を実施した上で、適切な措置を講ずること。

今回の環境影響評価では、アイランドシ

ティにおける今後の開発を見込み、できる

限り環境影響が最大になる時期・条件にて

予測しておりますが、事業実施段階におけ

るアイランドシティ整備事業の進捗状況

や本事業の施工計画の精査を踏まえ、現段

階で予測し得なかった著しい環境への影

響が生じるおそれがある場合には、必要に

応じ専門家の指導・助言を得ながら、関係

機関と協議し、適切な措置を講じ、事業実

施に伴う自然環境及び生活環境への影響

ができる限り回避・低減されるよう配慮い

たします。 

個

別

的

事

項 

大

気

質 

ア 供用後に自動車の走行によって発生する二酸

化窒素及び浮遊粒子状物質については、将来計

画交通量や周辺のまちづくりの状況の変化等、

予測の不確実性を伴うため、事後調査を実施し、

環境が著しく悪化するおそれがある場合には適

切な措置を講ずること。 

供用後に自動車の走行によって発生す

る二酸化窒素及び浮遊粒子状物質につい

て､適宜､調査を実施し､現段階で予測し得

なかった著しい環境への影響が生じるお

それがある場合には、必要に応じ専門家の

指導・助言を得ながら、関係機関と協議し、

適切な措置を講じてまいります。 

個

別

的

事

項 

騒

音 

イ 後背地における予測結果については、各予測

地点で環境基準は満足しているものの、当該基

準をわずかしか下回らないものが見受けられる

ため、より一層の環境影響の低減に努めること。

なお、アイランドシティランプ（仮称）周辺に

は病院施設建設予定地があることから、静穏な

環境が保たれるよう特に配慮すること。 

道路交通騒音の予測結果については、都

市計画対象道路だけでなく、既存の道路か

らの影響が大きくなっております。 

事業実施段階において環境影響が著しく

なるおそれがあると考えられる場合には､

関係機関と協議し､環境影響の低減に努め

てまいります。 

なお、アイランドシティランプ（仮称）

付近の新病院に対しては、静穏な環境が保

たれるよう、騒音対策に十分配慮してまい

ります。 
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表 2-5-3(2) 福岡県知事意見と都市計画決定権者の見解における 

環境モニタリング調査項目に関連する事項（評価書 P.11-3、P.11-4） 

項 目 福岡県知事意見 都市計画決定権者の見解 

個

別

的

事

項 

騒

音 

エ 供用後に自動車の走行によって発生する騒音

については、将来計画交通量や周辺のまちづく

りの状況の変化等、予測の不確実性を伴うため、

事後調査を実施し、環境が著しく悪化するおそ

れがある場合には適切な措置を講ずること。な

お、事後調査に当たっては、大型連休などの行

楽シーズンにおけるアイランドシティ周辺の交

通量の増加について留意すること。 

供用後に自動車の走行によって発生す

る騒音について､適宜､調査を実施し､現段

階で予測し得なかった著しい環境への影

響が生じるおそれがある場合には、必要に

応じ専門家の指導・助言を得ながら、関係

機関と協議して､適切な措置を講じてまい

ります。 

 

水

質 

イ 渡海部に仮桟橋や橋脚等が設置されることに

より100m水路部の流況が変化し、水の濁りによ

る水質への影響のおそれがあるため、事後調査

を実施し、環境影響が最小限になるよう適切な

措置を講ずること。 

水の濁りを含めた水質について、適宜､

調査を実施し､現段階で予測し得なかった

著しい環境への影響が生じるおそれがあ

る場合には、必要に応じ専門家の指導・助

言を得ながら、関係機関と協議し、適切な

措置を講じてまいります。 

動

物

・

植

物

・

生

態

系 

イ 本事業は、和白干潟、御島海域や多々良川河

口等に飛来する鳥類の移動経路付近に計画され

ている。このため、バードストライクやロード

キルなどの発生のおそれがあることから、専門

家の意見を聴き適切な事後調査を実施するとと

もに、必要に応じ適切な措置を講ずること。 

供用後の自動車の走行によって生じる

鳥類への影響については、適宜､調査を実

施し､現段階で予測し得なかった著しい影

響が生じるおそれがある場合には、必要に

応じ専門家の指導・助言を得ながら、関係

機関と協議し、適切な措置を講じてまいり

ます。 

ウ マツバランの移植については、移植地の選定

や移植方法の検討に当たって専門家に意見を聴

くとともに、事後調査において移植状況を確認

し、必要に応じ適切な措置を講ずること。なお、

マツバランの確認数は１株のみであることか

ら、事業実施区域周辺の調査をできる限り入念

に実施した上で移植地の選定等を行うこと。 

移植対象となるマツバランについては、

確認個体数が１株のみとなっていること

から、事業実施区域周辺の調査を入念に実

施した上で、移植地等の選定を進め、必要

に応じ専門家の指導・助言を得ながら、関

係機関と協議し、適切な環境保全措置を講

じてまいります。 
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表 2-5-3(3) 福岡県知事意見と都市計画決定権者の見解における 

環境モニタリング調査項目に関連する事項（評価書 P.11-4、P.11-5） 

項 目 福岡県知事意見 都市計画決定権者の見解 

個

別

的

事

項 

景 

観 

高架道路を建設するに当たり、眺望景観の保

全措置として掲げられている「形式及び色彩の

検討」については、地域住民等の意向や専門家

の意見を踏まえつつ検討を行うこと。 

環境保全措置として掲げられている「構

造物（橋梁等）の形式、色彩の検討」につ

いては、地域住民との協議において高架構

造物等のデザインへの配慮を要望されて

いることを踏まえ、都市景観アドバイザー

制度を活用するとともに､関係機関と協議

しながら､検討を進めてまいります。 

人
と
自
然
と
の
触
れ
合
い
の 

活
動
の
場 

香椎浜北公園については、高架道路が公園敷

地内を通過するため、例えば騒音など、圧迫感

以外の快適性の変化についても併せて具体的に

記載すること。 

また、快適な利用のために必要な環境保全措

置を講じるとともに、必要に応じて事後調査を

実施すること。 

香椎浜北公園における快適性の変化につ

いては、圧迫感だけでなく、騒音、日影の

発生による影響についても、評価書

p.8-13-14～ p.8-13-15 に記載しております。

また､今後、本事業実施に伴い実施される

香椎浜北公園の再整備において､より快適

な利用が促進されるよう､関係機関と協議､

検討してまいります。 

温
室
効
果
ガ
ス 

本県及び福岡市においては、それぞれ福岡県

地球温暖化対策推進計画、福岡市地球温暖化対

策地域推進計画等により温室効果ガス削減施策

を推進していることに鑑み、事業実施段階にお

いて、他の道路事業における取組状況も踏まえ、

効率的な施工計画の検討による温室効果ガス排

出量の削減等及び供用後の温室効果ガス排出量

削減の対策に努めること。 

事業実施段階においては､評価書 p.3-12

に記載のとおり、温室効果ガス排出量を削

減するため、市場性､安定供給､性能､品質

の確保にも留意しつつ､「国等による環境

物品等の調達の推進等に関する法律」（グ

リーン購入法）に基づく特定調達品目等の

使用に努めることとします。また､建設機

械等から排出される温室効果ガス排出量

の削減に資するため､効率的な施工計画を

策定してまいります。 

本都市計画対象道路の供用による温室

効果ガスの排出については､福岡市東部地

域の交通の円滑化に伴い､渋滞等により発

生する温室効果ガスの排出抑制に寄与で

きるものと考えております。 
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表 2-5-4 国土交通大臣意見と都市計画決定権者の見解における 

環境モニタリング調査項目に関連する事項（評価書 P.12-1） 

項目 国土交通大臣の意見 都市計画決定権者の対応（補正事項） 

１
鳥
類
に
つ
い
て 

対象事業実施区域は、福岡市鳥獣保護区に位置

し、多数の鳥類が採餌などを行っている地域でも

あり、供用後の自動車の走行によって生じる鳥類

への影響について、適宜調査を実施し、現時点で

予測し得なかった著しい影響が生じた場合には、

専門家等の助言を受けながら適切な措置を講じ

ること。 

「供用後の自動車の走行によって生じる鳥

類への影響について、適宜調査を実施し、現時

点で予測し得なかった著しい影響が生じた場

合には、専門家等の意見を得ながら適切な措置

を講じる。」と評価書 p.9-1 に記載しておりま

す。 

２
人
と
自
然
と
の
触
れ
合
い
の
活

動
の
場
に
つ
い
て 

香椎浜北公園は、福岡市の「自然と人の共生を

目指すエコパークゾーン」のうちの御島ゾーンに

含まれているが、当該公園内を計画路線が高架で

通過するため、計画路線の存在が、当該公園の利

用者に影響を与えると考えられる。この影響を軽

減するため、専門家、公園利用者等の意見を踏ま

え、環境保全措置の具体的な内容を検討し、実施

すること。 

「香椎浜北公園の再整備内容の検討」を環境

保全措置として記載し、「高架構造物による影

響を軽減し、より快適な利用が促進されるよ

う、専門家や公園利用者等の意見を踏まえ、関

係機関と適切な時期に協議・検討を進める。」

と評価書 p.8-13-19～p.8.13-20 に記載しており

ます。 

３
温
室
効
果
ガ
ス
に
つ
い
て 

事業実施段階において、温室効果ガス排出量を

削減するため、他の道路事業における取組状況を

踏まえ、国等による環境物品等の調達の推進等に

関する法律に基づく特定調達品目等の使用等に

努めること。また、効率的な施工の実施が建設機

械等から排出される温室効果ガスの排出量削減

に資することから、地域特性等を踏まえ、温室効

果ガスの排出量削減に留意しつつ、効率的な施工

計画を策定するよう努めること。 

また、照明等の施設の省エネ化等を進め、供用

時においてもできる限りの温室効果ガスの排出

量削減に努めること。 

特定調達品目等の使用に努めるとの記載に

加え、「効率的な施工の実施が建設機械等から

排出される温室効果ガスの排出量削減に資す

ることから、地域特性等を踏まえ、温室効果ガ

スの排出量削減に留意しつつ、効率的な施工計

画を策定するよう努めることとする。 

照明等の施設の省エネ化等を進め、供用時に

おいてもできる限りの温室効果ガスの排出量

削減に努めることとする。」と評価書 p.3-12～

p.3-13 に記載しております。 
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2.6 実施手法 

2.6.1 環境保全措置の実施状況を把握するための調査【工事中】 

環境保全措置の実施状況を把握するための調査は、表 2-6-1 に示す項目・手法により実施

する。 

 

表 2-6-1 環境保全措置の実施状況の調査手法等 

調査項目 影響要因の区分 調査事項 調査方法 

大気質 建設機械の稼働に係

る粉じん等 

・工事施工ヤードへの散水 

・作業者に対する建設機械の取り扱いの指導 

現地確認・写真撮

影及び工事関係資

料から整理する。工事用車両の運行に

係る粉じん等 

・工事用車両のタイヤ洗浄 

・工事用車両の集中を避ける運行計画 

・工事用車両の運行方法に対する指導 

騒音 建設機械の稼働に係

る騒音 

・防音パネル等の遮音対策 

・低騒音型建設機械の採用 

・作業者に対する建設機械の取り扱いの指導 

・建設機械の集中稼働を避けた効率的稼働 

工事用車両の運行に

係る騒音 

・工事用車両の集中を避ける運行計画 

・工事用車両の運行方法に対する指導 

振動 建設機械の稼働に係

る振動 

・低振動型建設機械の採用 

・作業者に対する建設機械の取り扱いの指導 

工事用車両の運行に

係る振動 

・工事用車両の集中を避ける運行計画 

・工事用車両の運行方法に対する指導 

水質 工事の実施時におけ

る海底の掘削に係る

水の濁り 

・鋼管矢板による橋脚下部の囲い込み 

・汚濁防止膜の展張 

廃棄物等 切土工等又は既存の

工作物の除去により

発生する建設副産物 

・建設発生土 

事業の実施に伴って発生する建設副産物

の処理状況 

・アスファルト･コンクリート塊及び建設汚泥 

再資源化施設及び中間処理施設への搬出、

再資源化の状況 

工事の実施により発

生する温室効果ガス 

・グリーン購入法に基づく特定調達品等の使

用状況 

・建設機械等の燃料使用量の削減のための取

り組みの実施状況 

※ここに挙げた環境保全措置は、工事の実施に係る環境保全措置であり、それ以外の環境保全措置は、別

途、適切な時期に報告をおこなうこととする。 
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2.6.2 環境の状況の調査 

2.6.2.1 大気質 

1) 道路の存在又は自動車の走行 

(1) 自動車の走行に係る二酸化窒素及び浮遊粒子状物質 

a) 調査事項 

予測事項の「自動車の走行に係る二酸化窒素の濃度」、「自動車の走行に係る浮遊粒子状

物質の濃度」と予測条件の「道路断面」、「自動車交通量」、「バックグラウンド濃度」、「気

象の状況」とする。 

b) 調査方法 

各調査事項の調査方法は、表 2-6-2 に示すとおりである。 
 

表 2-6-2 自動車の走行に係る二酸化窒素及び浮遊粒子状物質の調査方法 

調査事項 調査方法 

調 
査 
事 
項 

二酸化窒素の

濃度 

・「二酸化窒素に係る環境基準について」（昭和 53 年 7 月 11 日 環境庁告示第 38 号）

に規定される測定方法による現地実測とする。 
・測定高は、地上 1.5mとする。 
・測定位置は、環境影響評価書における予測位置（道路敷地境界）を基本とし、地点

の現状に応じた設置可能な位置とする。 

浮遊粒子状物

質の濃度 

・「大気の汚染に係る環境基準について」（昭和 48 年 5 月 8 日 環境庁告示第 25 号）

に規定される測定方法による現地実測とする。 
・測定高は、地上 3.0mとする。 
・測定位置は、「二酸化窒素の濃度」の測定位置と同一とする。 

調 
査 
条 
件 

道路断面 
・「二酸化窒素の濃度」及び「浮遊粒子状物質の濃度」の調査位置の「道路断面」を工

事関係資料（設計図など）から整理し、現地確認する。 

自動車交通

量 

・『自動車の走行に係る道路交通騒音』の調査で行う「交通量測定」の結果を使用する。

・「車種別･時間別･方向別交通量」と「車種別･時間別･方向別走行速度」を整理する。

車種区分は 2 車種区分（大型車･小型車）とする。 

バックグラ

ウンド濃度 

・一般環境大気測定局の「香椎局」の「窒素酸化物、二酸化窒素、浮遊粒子状物質」

の観測データを収集する。 
・観測データの収集期間は「二酸化窒素の濃度」及び「浮遊粒子状物質の濃度」の調

査期間とする。 

気象の状況 

・一般環境大気測定局の「香椎局」の「風向･風速」の観測データを収集する。 
・観測データの収集期間は「二酸化窒素の濃度」及び「浮遊粒子状物質の濃度」の調

査期間とする。 
・収集した観測データは、環境影響評価書で用いた回帰式を使用して、調査地点ごと

の補正値を算出し、整理する。 

 

c) 調査地域及び調査地点 

調査地域は、環境影響評価書における予測地域（環境影響を受けるおそれがあると認めら

れる地域で、住居等の保全対象が立地する地域及び将来の立地が見込まれる地域）とする。 

調査地点は、環境影響評価書における予測地点（調査地域を代表する地点で、自動車の走

行に係る二酸化窒素及び浮遊粒子状物質の影響を的確に把握できる地点で、住居等の保全対

象が存在する地点近傍の地点）のうち、道路寄与濃度の予測値が最大の地点である「アイラ

ンドシティランプ（仮称）」（表 2-6-3 及び図 2-6-1 参照）とする。 
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表 2-6-3 自動車の走行に係る二酸化窒素及び浮遊粒子状物質の調査地点 

地点

番号 
調査地点 予測対象道路 

1 アイランドシティランプ（仮称） 
都市計画対象道路 
臨港道路アイランドシティ 1 号線 

注）地点番号は環境影響評価書の予測地点の番号と対応している。 

 

d) 調査期間等 

供用後において、四季ごとに代表的な 7 日間とする。 

なお、「道路断面」の現地確認は、上記の調査期間の中の代表的な 1 日とする。 
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：調査地点 

１

図 2-6-1 自動車の走行に係る二酸化窒素及び浮遊粒子状物質の調査地点位置図 
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2.6.2.2 騒 音 

1) 道路の存在又は自動車の走行 

(1) 自動車の走行に係る騒音 

a) 調査事項 

予測事項の「自動車の走行に係る道路交通騒音」と予測条件の「道路断面」、「自動車交

通量」とする。 

b) 調査方法 

各調査事項の調査方法は、表 2-6-4 に示すとおりである。 

表 2-6-4 自動車の走行に係る道路交通騒音の調査方法 

調査事項 調査方法 

予測

事項 
道路交通騒音 

・「騒音に係る環境基準について」（平成 10 年 9 月 30 日 環境庁告示第 64 号）

に定める測定方法による現地実測とする。 
・測定位置は環境影響評価書における予測地点の敷地境界及び背後地とし、地点

の現状に応じた設置可能な位置とする。 
・各地点の測定高は環境影響評価書における予測地点の予測高を基本とし、地点

の現状に応じた設置可能な場所とする。【測定高】地点 1：1.2m（1 階相当）

予測

条件 

道路断面 
・「道路交通騒音」の調査位置の「道路断面」を工事関係資料（設計図など）か

ら整理し、現地確認する。 

自動車交通量 

・「車種別･時間別･方向別交通量」と「車種別･時間別･方向別走行速度」を現地

実測する。車種区分は 2 車種区分（大型車･小型車）とする。 
・測定位置（測定断面）は、『道路交通騒音』の調査位置を基本とし、地点の現

状に応じた測定可能な位置とする。 

 

c) 調査地域及び調査地点 

調査地域は、環境影響評価書における予測地域（環境影響を受けるおそれがあると認めら

れる地域で、住居等の保全対象が立地する地域及び将来の立地が見込まれる地域）とする。 

調査地点は、環境影響評価書における予測地点（調査地域における騒音に係る環境影響

を予測し、評価するために必要な情報を的確に把握できる地点で、住居等の保全対象が存在

する地点近傍の地点）のうち、予測値※が環境基準を超過する地点である「アイランドシティ

ランプ（仮称）」（表 2-6-5 及び図 2-6-2 参照）とする。 

※：環境保全措置（遮音壁の設置）が未実施の場合 
 

表 2-6-5 自動車の走行に係る道路交通騒音の調査地点 

地点

番号 
調査地点 予測対象道路 

遮音壁の 
設置予定 

1 アイランドシティランプ（仮称）
都市計画対象道路 
臨港道路アイランドシティ 1 号線 

有 

注）地点番号は環境影響評価書の予測地点の番号と対応している。 

 

d) 調査期間等 

供用後において、各年における代表的な 1 日とし、調査の時間帯は「24 時間」とする。 
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図 2-6-2 自動車の走行に係る道路交通騒音の調査地点位置図 

：調査地点 

１
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2.6.2.3 水質 

1) 工事の実施 

(1)  工事の実施時における海底の掘削に係る水の濁り 

a) 調査事項 

「水質の状況」を把握するため、調査項目は、予測事項の『浮遊物質量（SS）』、「水質

汚濁に係る環境基準について」（昭和 46 年、環境庁告示第 59 号）で定める「生活環境の

保全に関する環境基準（海域）」の項目のうち『水素イオン濃度（pH）、化学的酸素要求

量（COD）及び溶存酸素（DO）』及び環境影響評価書の現地調査で把握した『濁度』とす

る。 

b) 調査方法 

現地調査による採水方法と採水試料の室内分析は、「水質調査方法」（昭和 46 年、環水

管第 30 号）及び「水質汚濁に係る環境基準について」（昭和 46 年、環境庁告示第 59 号）

に定める方法に示される手法に基本、準拠する。 

なお、採水実施日の採水回数は「上げ潮時」と「下げ潮時」の 2 回とする。また、採水

深度は表層（海面下 0.5m）と底層（海底上 1m）の 2 層を基本とし、地点の水深に応じて、

海面下 2～4m の層、海面下 4～8m の層についても採水を行うものとする。 

なお、調査時には水深及び潮位を十分考慮したうえで実施する。 

c) 調査地域及び調査地点 

調査地域は、環境影響評価書における予測地域（公共用水域において、橋脚の設置を予

定している水域及びその周辺水域）とする。 

調査地点は、環境影響評価書の「水質の状況」の現地調査の調査地点とし、表 2-6-6 及

び図 2-6-3 に示す地点を基本とする（航路・泊地内の船舶の状況や当該工事の実施状況等

によっては調査位置を変更することがある）。 

表 2-6-6 工事の実施時における海底の掘削に係る水の濁りの調査地点 

地点番号 調査地点 

S-1 橋脚が設置される 100m 水路部※の湾口部 

S-2 橋脚が設置される 100m 水路部※西側 

S-3 橋脚が設置される 100m 水路部※の湾奥側（御島海域） 

注 1）地点番号は環境影響評価書の「水質の状況」の現地調査の調査地点の番号と対応している。 
※：100m 水路部とは、アイランドシティ南側に位置する水路部を指す。 

 

d) 調査期間等 

工事に伴う土砂による水の濁りの発生が予想される期間（渡海部の橋脚の設置に係る工

事〔下部工〕が実施される期間）を含む「1 年」を基本とし、環境影響評価書の「水質の

状況」の現地調査の実施時期を参考に、四季ごとに代表的な 1 日を現地調査（採水日）と

する。 
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図 2-6-3 工事の実施時における海底の掘削に係る水の濁りの調査地点位置図 

Ｓ-１

Ｓ-２

Ｓ-３

：調査地点

：100m 水路部
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2) 道路の存在又は自動車の走行 

(1) 道路（嵩上式）の存在に係る水の濁り及び汚れ 

a) 調査事項 

「水質の状況」を把握するため、調査項目は、予測事項の『浮遊物質量（SS）』、「水質

汚濁に係る環境基準について」（昭和 46 年、環境庁告示第 59 号）で定める「生活環境の

保全に関する環境基準（海域）」の項目のうち『水素イオン濃度（pH）、化学的酸素要求

量（COD）、溶存酸素（DO）、全窒素（T-N）及び全燐（T-P）』及び環境影響評価書の現地

調査で把握した『濁度』とする。 

b) 調査方法 

『1) 工事の実施』の『(1) 工事の実施時における海底の掘削に係る水の濁り』の調査

方法と同様とする。 

c) 調査地域及び調査地点 

『1) 工事の実施』の『1) 工事の実施時における海底の掘削に係る水の濁り』の調査

地域及び調査地点と同様とする。 

d) 調査期間等 

供用後の代表的な「1 年」を調査期間とし、環境影響評価書の「水質の状況」の現地調

査の実施時期を参考に、四季ごとに流況の変化が顕著に現れる大潮期の代表的な 1 日を現

地調査（採水日）とする。 
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2.6.2.4 動 物 

1) 道路の存在又は自動車の走行 

(1) 道路（地表式、嵩上式）の存在に係る動物への影響 

a) 調査事項 

調査事項は、鳥類の飛翔状況及び鳥類の衝突事故に関するデータとする。 

b) 調査方法 

鳥類の飛翔状況については、定点観察法により把握する。調査地点に 20～60 倍程度の

望遠鏡を設置し、周辺に出現した個体の種名、個体数等を記録する。また、都市計画対象

道路沿いに飛翔高度観察区間を設け、観察中に区間上空を通過した個体については、その

飛翔ルート及び高さも記録する。なお、高さについては、対象道路の嵩上げ区間より高い

か低いかを目視により判断し、記録する。 

c) 調査地域及び調査地点 

鳥類の飛翔状況調査地点は、図 2-6-4 に示すとおりであり、対象道路周辺において定点

観察地点 2 地点、飛翔高度観察区間 3 箇所を設定する。 

d) 調査期間等 

上部工の完成後から開始し、四季各 1 回実施する（供用までの期間に応じて実施季を選

定する）。また、供用後において、四季各 1 回実施する。 

なお、調査において道路の存在が鳥類の飛翔に影響を及ぼしていると判断された場合は、

有識者および事業主体との相談のうえで追加環境保全措置を検討・実施し、事後調査を継

続するものとする。調査期間は、追加環境保全措置の実施段階から四季各 1 回を 2 サイク

ル実施するものとし、事業による影響を回避又は低減されているかを検証する。 
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図 2-6-4 鳥類飛翔状況調査位置図 
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2.6.2.5 人と自然との触れ合いの活動の場 

1) 道路の存在又は自動車の走行 

(1) 道路（地表式、嵩上式）の存在に係る人と自然との触れ合いの活動の場への影響 

a) 調査事項 

調査事項は、環境保全の措置として再整備を予定している香椎浜北公園の利用状況及

び利用環境の状況とする。 

b) 調査方法 

調査は、現地調査により行う。現地調査は、写真撮影等による目視確認を行う。 

c) 調査地域及び調査地点 

調査地点は、図 2-6-5 に示す香椎浜北公園とする。 

d) 調査期間等 

調査は、香椎浜北公園の整備終了後の四季の各 1 回とする。 
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図 2-6-5 人と自然との触れ合いの活動の場調査位置図 
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2.6.2.6 その他の配慮項目や環境保全措置 

対象道路事業の実施に伴い、環境影響評価では予測し得なかった著しい環境への影響

が生じた場合には、直ちに当該影響に係る調査を行い、対象道路事業との因果関係を確

認し、必要に応じて環境保全措置を講じ、周辺環境に十分配慮する。 
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2.7 評価手法と調査終了時の判断 

環境モニタリング調査結果の評価手法、調査終了の判断基準については表 2-7-1 に示すとお

りである。 

なお、「植物」については、マツバランの枯死により移植・モニタリング実施が不可能とな

ったことから、今後の環境モニタリング調査対象から削除した（平成 26 年度）。 

環境モニタリング調査結果の評価手法については、調査結果と予測結果との比較、評価目標

との整合性の確認等に基づいて行う。また、環境モニタリング調査の終了時の判断基準は環境

影響評価結果との整合の確認とするが、環境モニタリング調査結果を報告の上、アイランドシ

ティ線環境モニタリング有識者委員会において判断するものとする。 

 

表 2-7-1 環境モニタリング調査結果の評価手法及び調査終了時の判断基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

道路存在又は

自動車の走行

道路の

存在

　　　　　　　　　要因の区分

環境要素の区分

工事の

実施

モニタリング調査結果の

評価手法
モニタリング調査終了の判断基準

事業計

画上の

配慮自動車

の走行

【工事の実施】

 ①環境保全措置の実施状況

【工事の実施】

 ①工事の竣工。

騒音

【工事の実施】

 ①環境保全措置の実施状況

【自動車の走行】

 ①調査結果と予測結果との比較

 ②調査結果と環境基準との比較

【工事の実施】

 ①工事の竣工。

【自動車の走行】

 ①②調査結果が環境基準を満足する場合。

振動
【工事の実施】

 ①環境保全措置の実施状況

【工事の実施】

 ①工事の竣工。

○

【工事の実施】

 ①環境保全措置の実施状況

 ②調査結果と予測結果との比較

 ③水産用水基準との整合性の確認

【道路の存在】

 ①環境保全措置の実施状況

 ②調査結果と予測結果との比較

 ③評価の目標との整合性の確認

【工事の実施】

 ①工事の竣工。

 ②③調査結果が水産用水基準を満足する場合。

【道路の存在】

 ①工事の竣工。

 ②③調査結果が評価の目標を満足する場合。

※御島海域において橋脚の設置に伴う流れの変化

による水の濁りの影響を及ぼさないこと

○

【道路の存在】

 ①環境保全措置の実施状況

 ②調査結果と予測結果との比較

 ③評価の目標との整合性の確認

【道路の存在】

 ①道路の供用。

 ②③調査結果が評価の目標を満足する場合。

※御島海域において橋脚の設置に伴う流れの変化

による水の汚れの影響を及ぼさないこと

【道路の存在】【自動車の走行】

影響が極めて小さい場合

 ①鳥類の調査結果と予測結果との比較

 ②評価の目標との整合性の確認

【道路の存在】【自動車の走行】

 ①②調査結果が評価の目標を満足する場合。

※影響ができる限り回避又は低減されている

【道路の存在】【自動車の走行】

影響が確認された場合

※追加環境保全措置の実施後

 ①対策前後の調査結果の比較

 ②経年調査結果（2ヵ年）の比較

【道路の存在】【自動車の走行】

 ①②調査結果が評価の目標を満足する場合。

※影響ができる限り回避又は低減されている

（鳥類の回避・忌避行動の減少等）

【工事の実施】

 ①マツバランの活着状況

【工事の実施】

 ①移植後3年目の調査において移植個体含め個体

数が維持もしくは増加している場合。

○

【道路の存在】

 ①香椎浜北公園の快適性の状況

【道路の存在】

 ①調査の結果、香椎浜北公園の事業による騒音、

日影、圧迫感による影響が軽減され、利用者の快

適性を確保している場合。

【工事の実施】

 ①調査結果と予測結果との比較

 ②評価の目標との整合性の確認

【工事の実施】

 ①②工事の竣工。

○

【工事の実施】

 ①取り組みの実施状況

 ②経年調査結果の推移

【工事の実施】

 ①②工事の竣工。

水の汚れ

水質

○○動物

○

騒　音

○

水環境

○

水の濁り

重要な種及び注目

すべき生息地

（陸域、海域）

○

廃棄物等

植物

人と自然との触れ

合い活動の場

重要な種及び群落

（陸域、海域）

建設工事に伴う

副産物

温室効果ガス等（二

酸化炭素）

○

主要な人と自然との

触れ合いの活動の場

○

○

○

○

振　動

○

大気質

大気環境

二酸化窒素

浮遊粒子状物質

粉じん等

○

【自動車の走行】

 ①調査結果と予測結果との比較

 ②工事の着工前と道路の供用後における

ＢＧ濃度の比較

【自動車の走行】

 ①②工事の着工前と道路の供用後におけるＢＧ濃

度に著しい差がない場合。

○

○

個体枯死のため項目削除
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全体調査計画書の変更履歴 

 

変更年月 主 な 変 更 内 容 

（当初策定） 

平成 26 年 3 月 

 

平成 28 年 7 月 ・1.1   事業者の氏名及び住所について、国土交通省九州地方整

備局を追加 

・1.3.10 工事計画の概要について、表 1-3-4「主要な工事区分の概

要」、表 1-3-5「使用する主な建設機械」、表 1-3-6「想定

している工程」の一部を変更 

・2.2    環境モニタリング調査の体制について、国土交通省九州

地方整備局を追加 

・2.4    全体計画の検討について、「植物（マツバラン）」を調査

対象から削除した経緯を追加、図 2-4-1「マツバラン消

失及びその後の対応」及び写真 2-4-1「マツバランの状

況」を追加 

・2.4   表 2-4-1「環境モニタリング調査全体工程」のマツバラン

の移植及び活着状況調査を削除、施工計画（案）の一部

を変更 

・2.6.2  環境の状況の調査について、「植物（マツバラン）」の実

施手法を削除 

 



 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅱ．平成 29 年度調査結果 
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Ⅱ．平成 29 年度調査結果 

 

1.1 平成 29 年度の環境モニタリング調査の目的・体制・基本方針 

1.1.1 目的 

アイランドシティ線については、環境影響評価手続きにおいて当該事業が周辺環境に及

ぼす影響を調査、予測評価し、必要な環境保全措置を実施することで環境に配慮した事業

の実施に努める計画としている。 

本環境モニタリング調査は、環境影響評価における環境保全の措置、その他の環境配慮

事項の実施状況を調査、検証することにより、環境配慮を確実に実施することを目的とし

た。 

 

1.1.2 体制 

本環境モニタリング調査の実施、検証、報告にあたっては、国土交通省九州地方整備局、

福岡市、福岡北九州高速道路公社の各関係部署、施工業者、コンサルタント業者及び環境

モニタリング有識者委員会の関係機関が連携して行った。 

各関係機関の役割及び関連性は、以下の事業推進体制図に示すとおりである。 

福岡市
道路部局

福岡北九州
高速道路公社

事業者

コンサル 施工業者

指示 報告

IC線環境
モニタリング
有識者委員会

事業主体

意 見

報 告

アイランドシティ線環境影響評価に係る
環境モニタリング有識者委員会 庶務体制図

有識者

アイランドシティ線事業推進体制図

情報共有

＝

情報共有

国土交通省
九州地方
整備局

三者が
事務局

設計・施工等環境モニタリング

指示 報告

 

 



Ⅱ-2 

1.1.3 基本方針 

これまでの環境影響評価手続きを踏まえ、「Ⅰ 全体調査計画書」Ⅰ－13 ページ、「2.3 基

本方針の設定」に示す、基本方針のもと環境モニタリング調査を実施した。 

 

1.2 事業の進捗  

平成 29 年度の工事の進捗を表 1-2-1、工事の位置を図 1-2-1 に示す。 

平成 29 年度は、全区間で工事が実施された。 

表 1-2-1 工事進捗状況及び工事予定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

図 1-2-1 工事実施箇所

準備工※1

下部工　 

上部工   

橋面舗装工等※2

準備工※1

下部工　 

上部工   

橋面舗装工等※2

準備工※1

下部工　 

上部工   

橋面舗装工等※2

準備工※1

下部工　 

上部工   

橋面舗装工等※2

準備工※1

下部工　 

上部工   

橋面舗装工等※2

※1 準備工：陸域（地表構造物の撤去等）、海域（桟橋設置等）

※2 橋面舗装工等：舗装、区画線、遮音壁、標識、電気設備、通信設備等

：工事進捗状況

：工事予定

JCT区間

公園区間

臨海区間

渡海区間

ＩＣ区間

年度 H28 H29 H30 H31 H32

注）工事予定については平成30年7月時点のものであり、今後変更の可能性がある。
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①JCT 区間 ②公園区間 

③臨海区間 ④渡海区間 

⑤ＩＣ区間  

 

工事進捗状況写真 
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1.3 平成 29 年度の環境モニタリング調査結果 

平成 29 年度の環境モニタリング調査は、年次調査計画に基づき、工事中の環境保全措置

の実施状況を把握するための調査及び渡海部の工事に係る水質の状況を把握するための調

査を実施した。 

 

1.3.1 工事中 

1) 環境保全措置の実施状況を把握するための調査（大気質・騒音・振動・水質・廃棄物等） 

a) 調査事項 

「環境保全措置の実施状況を把握するための調査」の主な調査事項は、表 1-3-1 に示す

とおりである。 

表 1-3-1 主な調査事項 

調査項目 影響要因の区分 調査事項 

大気質 

建設機械の稼働に係る粉じん等 ・工事施工ヤードへの散水 

・作業者に対する建設機械の取り扱いの指導 

工事用車両の運行に係る粉じん

等 

・工事用車両のタイヤ洗浄 

・工事用車両の集中を避ける運行計画 

・工事用車両の運行方法に対する指導 

騒 音 

建設機械の稼働に係る騒音 ・防音パネル等の遮音対策 

・低騒音型建設機械の採用 

・作業者に対する建設機械の取り扱いの指導 

・建設機械の集中稼働を避けた効率的稼働 

工事用車両の運行に係る騒音 ・工事用車両の集中を避ける運行計画 

・工事用車両の運行方法に対する指導 

振 動 

建設機械の稼働に係る振動 ・低振動型建設機械の採用 

・作業者に対する建設機械の取り扱いの指導 

工事用車両の運行に係る振動 ・工事用車両の集中を避ける運行計画 

・工事用車両の運行方法に対する指導 

水 質 
工事の実施時における海底の掘

削に係る水の濁り 

・鋼管矢板による橋脚下部の囲い込み 

・汚濁防止膜の展張 

廃棄物等 

切土工等又は既存の工作物の除

去により発生する建設副産物 

・建設発生土 

事業の実施に伴って発生する建設副産物の処理状況 

・アスファルト･コンクリート塊及び建設汚泥 

再資源化施設及び中間処理施設への搬出､再資源化の状況 

工事の実施により発生する温室

効果ガス 

・グリーン購入法に基づく特定調達品等の使用状況 

・建設機械等の燃料使用量の削減のための取り組みの実施状

況 
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b) 調査方法 

「環境保全措置の実施状況を把握するための調査」の調査方法は、表 1-3-2 に示すとおりで

ある。 

表 1-3-2 調査方法 

調査項目 調査方法 

大気質 

騒 音 

振 動 

水 質 

廃棄物等 

（1）主として現地確認・写真撮影 

工事施工ヤードへの散水、工事用車両のタイヤ洗浄、防音パネル等の遮音対策、低騒

音型建設機械の採用、低振動型建設機械の採用、鋼管矢板による橋脚下部の囲い込み、

汚濁防止膜の展張に関する実施状況を、現地踏査による確認及び写真撮影によって記

録・整理・把握する。 

（2）主として工事関係資料による整理 

作業者に対する建設機械の取り扱いの指導、建設機械の集中稼動を避けた効率的稼

動、工事用車両の集中を避ける運行計画、工事用車両の運行方法に対する指導、事業

の実施に伴って発生する建設発生土の処理状況、アスファルト･コンクリート塊及び

建設汚泥の再資源化施設及び中間処理施設への搬出､再資源化の状況、グリーン購入法

に基づく特定調達品等の使用状況、建設機械等の燃料使用量の削減のための取り組み

の実施状況を、工事関係者から提供される資料及びヒアリングによって整理・把握す

る。 

 

c) 調査地域及び調査地点 

工事実施箇所及び工事用車両の運行ルートとした。 

 

d) 調査期間等 

「環境保全措置の実施状況を把握するための調査」の調査日を表 1-3-3 に示す。 

表 1-3-3 調査日（平成 29 年度） 

工事区間 
調査日 

第 1 四半期 第 2 四半期 第 3 四半期 第 4 四半期 

JCT 区間 － 9 月 26 日 12 月 25 日 3 月 8 日 

公園区間 － 9 月 26 日 12 月 25 日 3 月 8 日 

臨海区間 －※1 －※1 11 月 20 日 2 月 14 日 

渡海区間 6 月 27 日 9 月 28 日 11 月 20 日 2 月 14 日 

IC 区間 6 月 27 日 9 月 28 日 11 月 20 日 2 月 14 日 
※1）臨海区間では、工事の実施状況により、調査回数が2回となっている。 

 

e) 調査結果 

「環境保全措置の実施状況を把握するための調査」の調査結果を以下に示す。 
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① JCT 区間 

環境モニタリング調査において、環境影響評価時に検討した環境保全措置が実施されている

ことを表 1-3-4 のとおり確認した。 

環境モニタリング調査の結果、環境への影響は事業者の実行可能な範囲内で、回避又は低減

が図られていた。 

 

表 1-3-4 環境保全措置の実施状況の調査結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

影響要因 環境要素
環境保全措置の
主な調査事項

調査結果

粉じん等 施工ヤードへの散水

・施工ヤードの必要な場所において、粉じん防止剤の
散布や散水車での散水を行い、粉じん等の飛散の低減
に努めた。※写真①-1

粉じん等
騒音
振動

温室効果ガス

作業者に対する建設機械の
取り扱いの指導

・研修会等により作業者に対して建設機械の取り扱い
を周知し、整備点検、エンジンの空ぶかしの禁止及び
アイドリングストップ等を徹底させ、建設機械の稼働
による粉じん等の飛散、騒音・振動の低減に努めた。
※写真①-2、写真①-3

防音パネル等の遮音対策

・施工ヤード内の必要な個所に防音パネルの設置や、
建設機械に防音シートを設置することで、騒音の低減
に努めた。※写真①-4

低騒音型建設機械の採用
・低騒音型建設機械を採用し、騒音の低減に努めた。
※写真①-5

建設機械の集中稼働を避け
た効率的稼働

・施工計画において工事工程や建設機械の配置を検討
し、できるだけ建設機械の平準化を図ることにより、
騒音の低減に努めた。

振動 低振動型建設機械の採用
・低振動工法の採用により、振動の低減に努めた。※
写真①-6

粉じん等 工事用車両のタイヤ洗浄
・工事用車両のタイヤ洗浄や、敷鉄板の設置により、
粉じん等の飛散の低減に努めた。※写真①-7

粉じん等
騒音
振動

工事用車両の集中を避ける
運行計画

・施工計画において工事工程や工事用資材の搬出入を
検討し、できるだけ工事用車両運行台数の平準化を図
ることにより、粉じん等の飛散、騒音・振動の低減に
努めた。

粉じん等
騒音
振動

温室効果ガス

工事用車両の運行方法に対
する指導

・研修会等により作業者に対して工事用車両の運行方
法を周知し、エンジンの空ぶかしの禁止、アイドリン
グストップ及び制限速度の遵守等を徹底させ、粉じん
等の飛散、騒音・振動の低減に努めた。

ｱｽﾌｧﾙﾄ・ｺﾝｸﾘｰﾄ塊の再資源
化施設への搬出

・アスファルト・コンクリート塊は「建設工事に係る
資材の再資源化等に関する法律」に基づき、再資源化
施設に適切に搬出した。

・搬出量：248m3

建設発生土の処理状況

・建設発生土情報交換システムへ登録した。
・工事間利用や現場内で再利用可能な建設発生土は仮
置きし、それ以外は処分場に搬出した。

・発生量：11,735m3

・搬出量：6,312m3

建設汚泥の再資源化施設へ
の搬出

・建設汚泥は再資源化施設に適切に搬出した。

・搬出量：1,960m3 ※写真①-8

グリーン購入法に基づく特
定調達品等の使用状況

・グリーン購入法に基づく特定調達品目等（高炉セメ
ント、再生砕石、再生密粒度アスファルト等）をでき
るだけ使用し、温室効果ガスの排出量の削減に努め
た。

建設機械等の燃料使用量の
削減のための取組状況

・効率的な施工計画を策定するとともに、整備点検、
エンジンの空ぶかしの禁止及びアイドリングストップ
等を徹底させ、建設機械や工事用車両の燃料使用量の
低減に努めた。

建設機械
の稼働

騒音

工事用車両
の運行

切土工等又は
既存の工作物

の除去

建設工事に
伴う副産物

温室効果ガスその他



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考 1 

写真①-1 施工ヤードへの散水状況 写真①-2 建設機械の取り扱いの指導状況

写真①-3 建設機械の取り扱いの啓発状況 写真①-4 防音パネル等の遮音対策

写真①-5 低騒音型建設機械の使用状況 写真①-6 低振動工法
（鋼管ソイルセメント杭工法）

 

写真①-7 工事用車両のタイヤ洗浄状況
 

写真①-8 建設汚泥の積込状況 
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② 公園区間 

環境モニタリング調査において、環境影響評価時に検討した環境保全措置が実施されている

ことを表 1-3-5 のとおり確認した。 

環境モニタリング調査の結果、環境への影響は事業者の実行可能な範囲内で、回避又は低減

が図られていた。 

 

表 1-3-5 環境保全措置の実施状況の調査結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

影響要因 環境要素
環境保全措置の
主な調査事項

調査結果

粉じん等 施工ヤードへの散水
・施工ヤードの必要な場所において、粉じん防止剤の
散布や散水車での散水を行い、粉じん等の飛散の低減
に努めた。※写真②-1

粉じん等
騒音
振動

温室効果ガス

作業者に対する建設機械の
取り扱いの指導

・研修会等により作業者に対して建設機械の取り扱い
を周知し、整備点検、エンジンの空ぶかしの禁止及び
アイドリングストップ等を徹底させ、建設機械の稼働
による粉じん等の飛散、騒音・振動の低減に努めた。
※写真②-2

防音パネル等の遮音対策

・施工ヤード内の必要な個所や建設機械に防音シート
を設置することで、騒音の低減に努めた。※写真②-3

低騒音型建設機械の採用
・低騒音型建設機械を採用し、騒音の低減に努めた。
※写真②-4

建設機械の集中稼働を避け
た効率的稼働

・施工計画において工事工程や建設機械の配置を検討
し、できるだけ建設機械の稼働の平準化を図ることに
より、騒音の低減に努めた。

振動 低振動型建設機械の採用
・低振動工法の採用により、振動の低減に努めた。※
写真②-5

粉じん等 工事用車両のタイヤ洗浄

・工事用車両のタイヤ洗浄や敷鉄板の設置により、粉
じん等の飛散の低減に努めた。
※写真②-6

粉じん等
騒音
振動

工事用車両の集中を避ける
運行計画

・施工計画において工事工程や工事用資材の搬出入を
検討し、できるだけ工事用車両運行台数の平準化を図
ることにより、粉じん等の飛散、騒音・振動の低減に
努めた。

粉じん等
騒音
振動

温室効果ガス

工事用車両の運行方法に対
する指導

・研修会等により作業者に対して工事用車両の運行方
法を周知し、エンジンの空ぶかしの禁止、アイドリン
グストップ及び制限速度の遵守等を徹底させ、粉じん
等の飛散、騒音・振動の低減に努めた。
※写真②-7

ｱｽﾌｧﾙﾄ・ｺﾝｸﾘｰﾄ塊の再資源
化施設への搬出

・アスファルト・コンクリート塊は「建設工事に係る
資材の再資源化等に関する法律」に基づき、再資源化
施設に適切に搬出した。

・搬出量：14m3

建設発生土の処理状況

・建設発生土情報交換システムへ登録した。
・工事間利用や現場内で再利用可能な建設発生土は仮
置きし、それ以外は処分場に搬出した。

・発生量：7,300m3

・搬出量：5,800m3　※写真②-8

建設汚泥の再資源化施設へ
の搬出

・建設汚泥は再資源化施設に適切に搬出した。

・搬出量：1,665m3

グリーン購入法に基づく特
定調達品等の使用状況

・グリーン購入法に基づく特定調達品目等（高炉セメ
ント、再生砕石等）をできるだけ使用し、温室効果ガ
スの排出量の削減に努めた。

建設機械等の燃料使用量の
削減のための取組状況

・効率的な施工計画を策定するとともに、整備点検、
エンジンの空ぶかしの禁止及びアイドリングストップ
等を徹底させ、建設機械や工事用車両の燃料使用量の
低減に努めた。

建設機械
の稼働

騒音

工事用車両
の運行

切土工等又は
既存の工作物

の除去

建設工事に
伴う副産物

その他 温室効果ガス



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考 2 

写真②-1 施工ヤードへの散水設備

写真②-5 低振動工法（鋼矢板圧入工法）

写真②-2 建設機械の取り扱いの指導状況

写真②-4 低騒音型建設機械の使用状況

写真②-6 工事用車両のタイヤ洗浄状況

写真②-8 発生土の仮置き 

写真②-3 発電機の防音シート

写真②-7 工事用車両の運行方法の指導状況
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③ 臨海区間 

環境モニタリング調査において、環境影響評価時に検討した環境保全措置が実施されている

ことを表 1-3-6 のとおり確認した。 

環境モニタリング調査の結果、環境への影響は事業者の実行可能な範囲内で、回避又は低減

が図られていた。 

 

表 1-3-6 環境保全措置の実施状況の調査結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

影響要因 環境要素
環境保全措置の
主な調査事項

調査結果

粉じん等 施工ヤードへの散水

・施工ヤードの必要な場所において、粉じん防止剤の
散布や散水車での散水を行い、粉じん等の飛散の低減
に努めた。※写真③-1

粉じん等
騒音
振動

温室効果ガス

作業者に対する建設機械の
取り扱いの指導

・研修会等により作業者に対して建設機械の取り扱い
を周知し、整備点検、エンジンの空ぶかしの禁止及び
アイドリングストップ等を徹底させ、建設機械の稼働
による粉じん等の飛散、騒音・振動の低減に努めた。
※写真③-2

防音パネル等の遮音対策

・施工ヤードの必要な箇所に防音シート等を設置する
ことで、騒音の低減に努めた。※写真③-3

低騒音型建設機械の採用
・低騒音型建設機械を採用し、騒音の低減に努めた。
※写真③-4

建設機械の集中稼働を避け
た効率的稼働

・施工計画において工事工程や建設機械の配置を検討
し、できるだけ建設機械の稼働の平準化を図ることに
より、騒音の低減に努めた。

振動 低振動型建設機械の採用
・低振動工法の採用により、振動の低減に努めた。

粉じん等 工事用車両のタイヤ洗浄

・工事用車両のタイヤ洗浄や、敷鉄板の設置により、
粉じん等の飛散の低減に努めた。※写真③-5

粉じん等
騒音
振動

工事用車両の集中を避ける
運行計画

・施工計画において工事工程や工事用資材の搬出入を
検討し、できるだけ工事用車両運行台数の平準化を図
ることにより、粉じん等の飛散、騒音・振動の低減に
努めた。

粉じん等
騒音
振動

温室効果ガス

工事用車両の運行方法に対
する指導

・研修会等により作業者に対して工事用車両の運行方
法を周知し、エンジンの空ぶかしの禁止、アイドリン
グストップ及び制限速度の遵守等を徹底させ、粉じん
等の飛散、騒音・振動の低減に努めた。
※写真③-6

ｱｽﾌｧﾙﾄ・ｺﾝｸﾘｰﾄ塊の再資源
化施設への搬出

・アスファルト・コンクリート塊は「建設工事に係る
資材の再資源化等に関する法律」に基づき、再資源化
施設に適切に搬出した。※写真③-7、写真③-8

・搬出量：153m3

建設発生土の処理状況

・建設発生土情報交換システムへ登録した。
・建設発生土の工事間利用や現場内での再利用を目的
とした仮置きを行った。

・発生量：10,301m3

建設汚泥の再資源化施設へ
の搬出

・建設汚泥は再資源化施設に適切に搬出した。

・搬出量：11m3

グリーン購入法に基づく特
定調達品等の使用状況

・グリーン購入法に基づく特定調達品目等（高炉セメ
ント、再生砕石等）をできるだけ使用し、温室効果ガ
スの排出量の削減に努めた。

建設機械等の燃料使用量の
削減のための取組状況

・効率的な施工計画を策定するとともに、整備点検、
エンジンの空ぶかしの禁止及びアイドリングストップ
等を徹底させ、建設機械や工事用車両の燃料使用量の
低減に努めた。

建設機械
の稼働

工事用車両
の運行

切土工等又は
既存の工作物

の除去

騒音

建設工事に
伴う副産物

温室効果ガスその他



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考 3 

写真③-1 施工ヤードへの散水設備 写真③-2 建設機械の取り扱いの指導状況

写真③-3 発電機の防音シート 写真③-4 低騒音型建設機械の使用状況 

写真③-5 工事用車両のタイヤ洗浄状況 写真③-6 工事用車両の運行方法の指導状況 

写真③-7 アスファルト塊の積込状況 写真③-8 アスファルト塊の運搬状況
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④ 渡海区間 

環境モニタリング調査において、環境影響評価時に検討した環境保全措置が実施されている

ことを表 1-3-7 のとおり確認した。 

環境モニタリング調査の結果、環境への影響は事業者の実行可能な範囲内で、回避又は低減

が図られていた。 

 

表 1-3-7 環境保全措置の実施状況の調査結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

影響要因 環境要素
環境保全措置の
主な調査事項

調査結果

粉じん等 施工ヤードへの散水

・施工ヤードへの散水に代えて、粉じん防止剤の散布
や敷鉄板の設置により、粉じん等の飛散の低減に努め
た。

粉じん等
騒音
振動

温室効果ガス

作業者に対する建設機械の
取り扱いの指導

・研修会等により作業者に対して建設機械の取り扱い
を周知し、整備点検、エンジンの空ぶかしの禁止及び
アイドリングストップ等を徹底させ、建設機械の稼働
による粉じん等の飛散、騒音・振動の低減に努めた。
※写真④-1

防音パネル等の遮音対策
・仮囲いの設置により、騒音の低減に努めた。※写真
④-2

低騒音型建設機械の採用
・低騒音型建設機械を採用し、騒音の低減に努めた。
※写真④-3、写真④-4

建設機械の集中稼働を避け
た効率的稼働

・施工計画において工事工程や建設機械の配置を検討
し、できるだけ建設機械の稼働の平準化を図ることに
より、騒音の低減に努めた。

振動 低振動型建設機械の採用
・低振動型建設機械を採用し、振動の低減に努めた。

粉じん等 工事用車両のタイヤ洗浄

・工事用車両のタイヤ洗浄に代えて、敷鉄板を設置
し、粉じん等の飛散の低減に努めた。

粉じん等
騒音
振動

工事用車両の集中を避ける
運行計画

・施工計画において工事工程や工事用資材の搬出入を
検討し、できるだけ工事用車両運行台数の平準化を図
ることにより、粉じん等の飛散、騒音・振動の低減に
努めた。

粉じん等
騒音
振動

温室効果ガス

工事用車両の運行方法に対
する指導

・研修会等により作業者に対して工事用車両の運行方
法を周知し、エンジンの空ぶかしの禁止、アイドリン
グストップ及び制限速度の遵守等を徹底させ、粉じん
等の飛散、騒音・振動の低減に努めた。

鋼管矢板による橋脚下部の
囲い込み

・鋼管矢板を設置し、水の濁りの拡散の低減に努め
た。

汚濁防止膜の展張
・汚濁防止膜を設置し、水の濁りの拡散の低減に努め
た。※写真④-5

ｱｽﾌｧﾙﾄ・ｺﾝｸﾘｰﾄ塊の再資源
化施設への搬出

・アスファルト・コンクリート塊は「建設工事に係る
資材の再資源化等に関する法律」に基づき、再資源化
施設に適切に搬出した。

・搬出量：15m3

建設発生土の処理状況

・建設発生土情報交換システムへ登録した。
・建設発生土の工事間利用や現場内での再利用を目的
とした仮置きを行った。

・発生量：2,387m3

建設汚泥の再資源化施設へ
の搬出

・建設汚泥は再資源化施設に適切に搬出した。

・搬出量：303m3　※写真④-6

グリーン購入法に基づく特
定調達品等の使用状況

・グリーン購入法に基づく特定調達品目等（高炉セメ
ント、再生砕石、再生密粒度アスファルト等）をでき
るだけ使用し、温室効果ガスの排出量の削減に努め
た。

建設機械等の燃料使用量の
削減のための取組状況

・効率的な施工計画を策定するとともに、整備点検、
エンジンの空ぶかしの禁止及びアイドリングストップ
等を徹底させ、建設機械や工事用車両の燃料使用量の
低減に努めた。

切土工等又は
既存の工作物

の除去

海底の掘削

建設機械
の稼働

工事用車両
の運行

その他

騒音

水質

温室効果ガス

建設工事に
伴う副産物



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考 4 

写真④-1 建設機械の取り扱いの指導状況 写真④-2 防音パネル等の遮音対策

写真④-3 低騒音型建設機械の使用状況 写真④-4 低騒音型建設機械の使用状況

写真④-5 汚泥防止膜の展帳状況 写真④-6 建設汚泥の積込状況 
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⑤ IC 区間 

環境モニタリング調査において、環境影響評価時に検討した環境保全措置が実施されているこ

とを表 1-3-8 のとおり確認した。 

環境モニタリング調査の結果、環境への影響は事業者の実行可能な範囲内で、回避又は低減が

図られていた。 

 

表 1-3-8 環境保全措置の実施状況の調査結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

影響要因 環境要素
環境保全措置の
主な調査事項

調査結果

粉じん等 施工ヤードへの散水

・施工ヤードへの散水に代えて、敷鉄板を敷設し、粉
じん等の飛散の低減に努めた。※写真⑤-1

粉じん等
騒音
振動

温室効果ガス

作業者に対する建設機械の
取り扱いの指導

・研修会等により作業者に対して建設機械の取り扱い
を周知し、整備点検、エンジンの空ぶかしの禁止及び
アイドリングストップ等を徹底させ、建設機械の稼働
による粉じん等の飛散、騒音・振動の低減に努めた。
※写真⑤-2

低騒音型建設機械の採用
・低騒音型建設機械を採用し、騒音の低減に努めた。
※写真⑤-3、写真⑤-4

建設機械の集中稼働を避け
た効率的稼働

・施工計画において工事工程や建設機械の配置を検討
し、できるだけ建設機械の稼働の平準化を図ることに
より、騒音の低減に努めた。

振動 低振動型建設機械の採用
・低振動型建設機械を採用し、振動の低減に努めた。

粉じん等 工事用車両のタイヤ洗浄

・工事用車両のタイヤ洗浄を実施し、粉じん等の飛散
の低減に努めた。

粉じん等
騒音
振動

工事用車両の集中を避ける
運行計画

・施工計画において工事工程や工事用資材の搬出入を
検討し、できるだけ工事用車両運行台数の平準化を図
ることにより、粉じん等の飛散、騒音・振動の低減に
努めた。

粉じん等
騒音
振動

温室効果ガス

工事用車両の運行方法に対
する指導

・研修会等により作業者に対して工事用車両の運行方
法を周知し、エンジンの空ぶかしの禁止、アイドリン
グストップ及び制限速度の遵守等を徹底させ、粉じん
等の飛散、騒音・振動の低減に努めた。

ｱｽﾌｧﾙﾄ・ｺﾝｸﾘｰﾄ塊の再資源
化施設への搬出

・アスファルト・コンクリート塊は「建設工事に係る
資材の再資源化等に関する法律」に基づき、再資源化
施設に適切に搬出した。※写真⑤-5、写真⑤-6

・搬出量：491m3

建設発生土の処理状況

・建設発生土情報交換システムへ登録した。
・工事間利用や現場内で再利用可能な建設発生土は仮
置きし、それ以外は処分場に搬出した。

・発生量：4,236m3

・搬出量：575m3　※写真⑤-7

建設汚泥の再資源化施設へ
の搬出

・建設汚泥は再資源化施設に適切に搬出した。

・搬出量：246m3　※写真⑤-8

グリーン購入法に基づく特
定調達品等の使用状況

・グリーン購入法に基づく特定調達品目等（高炉セメ
ント、再生砕石、再生粗粒度アスファルト等）をでき
るだけ使用し、温室効果ガスの排出量の削減に努め
た。

建設機械等の燃料使用量の
削減のための取組状況

・効率的な施工計画を策定するとともに、整備点検、
エンジンの空ぶかしの禁止及びアイドリングストップ
等を徹底させ、建設機械や工事用車両の燃料使用量の
低減に努めた。

建設機械
の稼働

工事用車両
の運行

切土工等又は
既存の工作物

の除去

その他

騒音

建設工事に
伴う副産物

温室効果ガス



 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考 5 

写真⑤-2 建設機械の取り扱いの指導状況

写真⑤-5 アスファルト塊の積込状況 

写真⑤-1 敷鉄板の敷設状況 

写真⑤-3 低騒音型建設機械の使用状況 写真⑤-4 低騒音型建設機械の使用状況 

写真⑤-6 アスファルト塊の運搬状況 

写真⑤-7 発生土の積込状況 写真⑤-8 建設汚泥の回収状況 




